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最終化学製品 川下の産業

樹脂成型品

合成ゴム部材

電子材料

医薬原料

肥料・農薬

・
・
・

合成繊維

使用

建築材料

食品添加剤

自動車

電気電子

医薬品

食品

消費財

建築土木

エネルギー
・
・
・

廃棄
リサイクル

製造段階の排出CO₂(エネルギー起源)
＝約6,000万トン

廃棄(焼却)段階の排出CO₂
＝約9,000万トン

【あらゆる産業の維持・発展にはなくてはならない存在。それが化学産業】
化学産業は幅広い産業に素材を提供し、多種多様な最終製品の機能発揮・向上に重要な役
割を果たしている。使用や廃棄・リサイクルまで視野に入れたバリューチェーン・マネージメント対
象は広範囲である。

一方で、化学産業は製造過程（エネルギー起源）で約6,000万トン、廃棄（焼却）段階で
約9,000万トン排出しているCO₂多排出産業の一つである。

1.1 化学産業の特徴と現状
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国内2位 国内1位

化学産業は、雇用者数でみても、日本の基幹産業の一つである。

1.2 日本の化学産業の規模について
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ナフサ

アンモニア等

発電所、工場等

水素

CO₂

ナフサ分解炉

リサイクルナフサ

＋

廃油・ヤシ殻 等

最終製品の
グリーン化

化石燃料発電等

CO₂

原子力、バイオマス、
水素・アンモニア等
【 社会インフラ整備 】

CO₂

エチレン
プロピレン
メタン 等

廃プラ

化石由来
プラスチック

石油精製
（トッパー）

炭素循環型
プラスチック

ケミカルリサイクル

メタノール
製造装置

MTO

バイオナフサ

【炭素循環】

【燃料転換】

【原料転換】

【
凡
例
】

次世代プロセス

既存プロセス

 ナフサ分解炉のCN化と石油由来製品に依存しない次世代の化学品製造技術の社会実装、
炭素循環を支えるケミカルリサイクルの導入・拡大を一体的に進める。

×

ナフサからプラスチックを製造

ナフサ以外のものからプラスチックを製造

ETOバイオエタノール

2.1 化学産業の炭素循環型生産体制への転換
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ポリエチレン 廃ポリエチレン
ナフサ

炭素分

水素分

焼却

化学製品のエンドユーザーが不明な
場合、間接的使用段階排出量を
最終製品使用に伴うGHG排出
(Scope3のCat11)に含めないこと
が望ましい

最終製品使用
削減貢献

化学品製造
Scope1,2

廃棄処理(焼却)

Scope3

エネルギー

9,000万TCO₂/Y
3T-CO₂/T原料由来

6,000万TCO₂/Y
2T-CO₂/Tエネルギー由来

原料転換・リサイクル 使用時の排出

・再エネ＆原発由来等、購入電力
のグリーン化

・プロセスの省エネ、電化

・自家発電・蒸気における燃料切替
(脱炭素化)

・CCSで相殺・クレジット取引

原料転換・炭素循環による排出削減

・グリーンエネルギー創出に必要
な素材・材料、及びその安定
活用技術

・軽量化、長寿命化、高効率化
を実現する製品の提供

【CNへの化学産業としてのスタンス策定：2021年5月】
化学産業におけるカーボンニュートラルとは地中の炭素をこれ以上消費せず、現在地表にある炭素を循環利
用すること。 ⇒ 化学産業自らの排出削減、製品・サービスを通した排出削減貢献により、CNの実現に貢献
していくことを骨子とし、自らの排出削減策として「エネルギー転換と原料転換」を進めるとした。

エネルギー転換による排出削減 製品・サービスを通した排出削減貢献

・バイオマス原料化

・廃棄物(ケミカルリサイクル)

・二酸化炭素原料化(＋水素)
 など

・CCSで相殺・クレジット取引

2.2 化学産業のカーボンニュートラルに向けた取組(概念図)
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日化協は、化石原料・エネルギーをCN原料・エネルギーに転換することで、生産工程における

温室効果ガス排出削減に貢献する。

燃
料
転
換

現状

C
O

2
排
出
量

70

購入電力30 購入電力の再エネ・原子力化

自家発電・蒸気におけるLNG/
バイオ燃料/水素/アンモニア利用

2050年

原
料
転
換

C
O

2
排
出
量

化
石
原
料

現状

CO₂原料化

メカニカル/ケミカルリサイクル品

バイオマス

2050年

自家発＆熱利用
（化石燃料使用）

CCS、クレジット

CCS、クレジット

【イメージ図】
MAX

～9千万t

6千万t

https://www.nikkakyo.org/news/page/8894

（出所）日本化学工業協会「カーボンニュートラルに対する日
本の化学産業のスタンス」(2021.5公表)をもとに作成

2.3 原料転換・燃料転換の方法イメージ

https://www.nikkakyo.org/news/page/8894
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 GI基金事業において、プラスチック等の化学品製造におけるCO2排出削減を目指し、燃料転換・
原料転換の研究開発に取り組んでおり、2030年～2040年での社会実装を目指している。

出典：第22回 産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会エネルギー構造転換分野ワーキンググループ資料4

2.4 これまでの脱炭素化に向けた取組（研究開発）
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【参考】グリーンイノベーション基金 プロジェクト情報
   実施体制 事業戦略ビジョン（1/2）

実施プロジェクト名 実施者名 開発期間 投資額（自己負担） CO2削減効果※

ナフサ分解炉の高度化技術の開発/

アンモニア燃料のナフサ分解炉実用化

丸善石油化学 2021年度～2030年度

・事業化：2031年頃

233億円（67億円）

＊差額は国費負担

110kトン（2031年度）

三井化学 ８万t（2031年度）

双日マシナリー ８万t（2031年度）

東洋エンジニアリング ８万t（2031年度）

廃プラスチックを原料とするケミカルリサイクル
技術の開発

丸善石油化学 2021年度～2030年度

・事業化：2033年頃

253億円（81億円） 36万t（2033年度）
108万t（2035年度まで合計）
101万t（2039年度）住友化学

36万t（2033年度）
131万t（2035年度まで合計）
167万t（2041年度）2031年度～2040年度 1050億円（1050億円）

炭素資源循環型の合成ゴム基幹化学
品製造技術の開発

日本ゼオン 2021年度～2030年度

・事業化：2034年頃

88億円（22億円） 220kトン（2034年度）

横浜ゴム 7.1億円（1億円） 220kトン（2034年度）

使用済みタイヤ（廃ゴム）からの化学品
製造技術の開発

ブリヂストン 2021年度～2030年度

・事業化：2031年頃

240億円（89億円） 144万t（31~38年度）

ENEOS 144万t（31~38年度）

CO2を原料とする機能性プラスチック材料
の製造技術開発

東ソー 2021年度～2028年度

・事業化：2033年頃

190億円（70億円） 現行法から最低1割削減

三菱ガス化学 126億円（46億円） 16.9万t（2033年度）

※コンソーシアム内実施者の合計値が各社ビジョン内で示されている場合もある。

出所）グリーンイノベーション基金各社事業戦略ビジョン

https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-plastic-raw-material-manufacturing/scheme/

https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-plastic-raw-material-manufacturing/scheme/
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※コンソーシアム内実施者の合計値が各社ビジョン内で示されている場合もある。

出所）グリーンイノベーション基金各社事業戦略ビジョン

https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-plastic-raw-material-manufacturing/scheme/

実施プロジェクト名 実施者名 開発期間 投資額（自己負担） CO2削減効果※

人工光合成化学原料製造事業化開発
①グリーン水素（人工光合成）等からの
化学原料製造技術の開発・実証

人工光合成化学プロ
セス技術研究組合

2021年度～2030年度

・事業化：2040年頃

156億円（24億円）

＊差額は国費負担

3,600万t（世界、2045年度）

人工光合成化学原料製造事業化開発
②CO2からの基礎化学品製造技術の開
発・実証

三菱ガス化学 2021年度～2030年度

・事業化：2032年頃

60～70億円（20～30億円） 30万t（2035年度まで合計）

人工光合成化学原料製造事業化開発
上記①、②

三菱ケミカル 2021年度～2030年度

・事業化、MeOH:2032年

MTO:2035年

光触媒：2040年代

243億円（110億円） 4万t（2035年度）
3600万t（世界）

CO2等を原料とする、アルコール類およ
びオレフィン類へのケミカルリサイクル技術
の開発

住友化学 2021年度～2030年度

・事業化：2033年頃

2032年度～2040年度

241億円（85億円）

290億円（290億円）

36万t（2033年度）
131万t（2035年度まで合計）
167万t（2041年度）

バイオものづくり技術によるCO2を原料
とした高付加価値化学品の製品化

積水化学 2023年度から2030年度

・事業化：2030年頃

136億円（27億円） 5.5万t（2050年度まで合計）

【参考】グリーンイノベーション基金 プロジェクト情報
   実施体制 事業戦略ビジョン（2/2）

https://green-innovation.nedo.go.jp/project/development-plastic-raw-material-manufacturing/scheme/
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【新素材によってあらゆる産業のCNに貢献】
 化学産業は、機能性化学品の分野において高いシェアを有しており、化学産業の脱炭素化とそ
れに伴う素材の安定供給は、将来に向けた様々な国内産業の国際競争力維持・強化に寄与
する。

高いシェアを有する機能性化学品の分野（例）

封止材
日系メーカー世界シェア7割

住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ、レゾナック、Samsung(韓)、
長春石油化学(台)など

ArFレジスト
日系メーカー世界シェア9割

JSR、信越化学工業、
東京応化工業、住友化学など

層間絶縁材
日系メーカー世界シェア9割
味の素ファインテクノなど

（出典）2018年 半導体材料市場の現状と将来展望(富士経済)/画像はinnocentrix社資料

（出典）世界有機ELディスプレイ製造装置・材料産業年間2018（グローバルネット）等よりNEDO作成

シリコンウェハ
日系メーカー世界シェア5割
信越半導体、SUMCO
Global Wafers(台)、
SK Siltron(韓)など

積層板
日系メーカー世界シェア7割

三菱ｶﾞｽ化学、レゾナック、斗山(韓) 、
LG Chem(韓)など

CMPスラリー(STI用)
日系メーカー世界シェア7割

レゾナック、 AGC、
KC Tech(韓)など

フッ化水素酸
日系メーカー世界シェア8割
ｽﾃﾗｹﾐﾌｧ、ﾀﾞｲｷﾝ工業、
僑力化工(中)など

3.1 持続可能社会における化学産業の役割
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化学製品のライフサイクルでのGHG低減には、「自製品の製造時の脱炭素化」、「自製品の高機
能化」、「イノベーション製品による産業構造の転換」の類型別整理が重要。

 CNが社会にもたらす価値上昇に伴う費用を社会全体で認知し負担する仕組みの構築は必須。

3. イノベーションによる脱炭素製品への置換(ガソリン車→EVを例に)

2. 自製品の高機能化による下流での低減(軽量化・長寿命化等)

1. 自製品の製造時の脱炭素化による低減

化学産業
GHG 減
機能同一

部品メーカー
GHG・部品機能
いずれも不変

組立メーカー
GHG・製品機能
いずれも不変

使用者
GHG・製品機能
いずれも不変

化学産業
GHG通常やや増
機能向上

部品メーカー
GHG通常やや増
部品機能向上

組立メーカー
GHG通常は不変

製品機能向上

使用者
GHG 減

製品機能向上

• 自社責任範囲のScope1・２については算定のみならず、その削
減の考え方もほぼ確立。

• ケミカルリサイクルなど、Scope1、２のみでの評価では、CO₂排出量
が増加するケースもあり得るため、ライフサイクル全体での評価が重要

• 下流産業、使用者にとってはメリットがわからず、GX市場としての
訴求に難。

・使用者にとってメリットが分かり易い。一方で、
上流産業は逆にGHG排出増加の可能性も。

・GHG排出低減・製品機能向上のために下流
産業と情報共有必須。

化学産業
電池部材生産増で

GHG大幅増

電機部品
メーカー

電池生産増で

GHG大幅増

組立メーカー
EV生産増で

GHG大幅増

使用者
EV車への乗り換え

でGHG 増

ガソリン車使用減で

GHG 大幅減

• イノベーション製品の開発により大幅な産業構造の変
動が起こり使用者が同じ機能を享受するための社会
全体のGHG排出は劇的に下がる可能性。

• 但し、上流産業は産業により限界排出増と限界排
出減に分かれる。

• 関連ステークホルダー全体での連携が必須。

※少ない素材で同じ機能を出す改善の場合減ることもある

※

鉄鋼産業
エンジン部品生産

減でGHG減

機械部品
メーカー

エンジン部品生産

減でGHG減

組立メーカー
ガソリン車生産減で

GHGも減

※原料転換による廃棄時の排出低減は全ケースに当てはまるので上記の図中には記載していない。

【参考】化学製品の類型別整理と社会全体での価値の享受
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素材

（車体等）
素材

（車体等）

部品

バッテリー・モーター等

組立

走行

部品交換・廃棄

部品交換・廃棄

0

5

10

15

20

25

ガソリン車 電気自動車

2030年製造のガソリン車と電気自動車１台当たりCO₂

負荷比較シナリオ(tCO₂/台）

ガソリン製造・供給

発電・送電・充電

出典 2017 次世代自動車材料に関するｃLCA評価
https://www.nikkakyo.org/sites/default/files/2023-02/CaseStudy11_NextGenerationAutomotiveMaterial.pdf

化学・電機

電気事業者等
石油精製

※素材は主に鉄鋼、一部非鉄と化学
・エンジン・トランスミッションなどが不要とな
るため電気自動車では 若干減。
・部品と組立は機械で変わらず。

※廃棄はバッテリー部材からのCO₂排出が
大きく増える。

【参考】イノベーションによる排出主体の変化の一例

https://www.nikkakyo.org/sites/default/files/2023-02/CaseStudy11_NextGenerationAutomotiveMaterial.pdf
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4. 化学産業からみた排出量取引制度の在り方について

⚫ 化学産業は、幅広い産業に素材を提供し日常生活の基盤。特に、自動車や半導体
産業など川下産業の競争力の源泉で、EV用電池材料など川下産業の脱炭素化に
寄与する素材供給の担い手。今後の持続可能社会を構築していくにあたって化学産
業の役割は大きい。

⚫ 化学産業として、責任をもって社会インフラを強力かつ継続的に支えつつ、脱炭素化
を着実に進めていくため、排出量取引制度の設計にあたっては、以下の点に留意いた
だきたい。
① 現在、化学産業は、脱炭素化に向けた研究開発に取り組んでおり、2030年～2040年

での社会実装を目指している状況。そのため、足元でのCO₂の大幅削減には課題が多く、
削減には長期的な視点で取り組むべき。また、早くから脱炭素化に取り組んだ企業の過
去の努力も反映されるような制度設計が重要。

② ケミカルリサイクルなどの原料転換は、化学産業の脱炭素化に向けて極めて重要な方法
であり大きな投資が伴うものであるが、Scope1、２のみでCO₂排出量を捕捉する場合、
増加するケースもあり得る。そのため、脱炭素化に向けた投資を促す観点でも、Scope3
を含めたライフサイクル全体でのCO₂排出削減効果を踏まえた制度設計と、これを促進
するような施策との組み合わせが重要。

③ 上記の考えに加えて、カーボンリーケージや経済安全保障の観点も踏まえることが重要。
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ご清聴ありがとうございました。
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